
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：有 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  195  19.6  △10  －  △17  －  △26  －

22年３月期第１四半期  163  92.1  △41  －  △35  －  △34  －

  
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 

四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △0  43  －      

22年３月期第１四半期  △0  57  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  474  245  20.8  1  61

22年３月期  479  271  26.1  2  04

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 98百万円 22年３月期 125百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

23年３月期  －  －  0 00 － － 0 00  0  00

22年３月期  －  －

23年３月期（予想）  0 00 － － 0 00  0  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  417  135.5  △33  －  △29  －  36  －  0  60

通期  1,117  60.3  0  －  9  －  75  －  1  23



４．その他（詳細は、【添付資料】３ページ「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規       －社 （社名        ） 、除外       －社  （社名        ） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の移動の有無となります。  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続・表示方法等の変更の有無となります。   

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算

の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が発表日現在において入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性が

あります。業績予想の前提条件及びその他の関連する事項につきましては、【添付資料】２ページ「１．当四半期の

連結業績等に関する定性的情報」をご覧下さい。   

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 61,198,906株 22年３月期 61,198,906株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 1,707株 22年３月期 1,407株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 61,197,242株 22年３月期１Ｑ 61,197,499株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期におけるわが国の経済は、一部景気低迷にようやく底打ち感が出始めたものの、欧州諸国の財政危機

に端を発する混乱が不安視されたことによる株安の傾向が強まり、依然として雇用・所得環境の悪化が続いているこ

とから、本格的な景気回復まではなお時間を要するものと見込まれ、厳しい経営環境が続いております。  

 このような環境の下、当社グループでは、昨年度より実施してきた在庫保有リスクを回避するビジネスモデル、費

用対効果の更なる見直し、営業担当者の教育、ＯＥＭ商品の検討などによる収益確保への体質改善を進めるととも

に、広告代理事業における安定的な収益確保の構築に努めて参りました。 

 以上の結果、当第１四半期における業績につきましては、連結売上高は195百万円（前年同期比19.6％増）、営業

損失は10百万円（前年同期は41百万円の営業損失）、経常損失は17百万円（前年同期は35百万円の経常損失）、四半

期純損失は26百万円（前年同期は34百万円の四半期純損失）となりました。 

 なお、事業の種類別セグメントの概況は以下のとおりであります。  

① 理美容事業 

 理美容事業につきましては、ＯＥＭ商品の販売が順調に推移していることもあって、理美容事業における売上高

は120百万円（前年同期は89百万円）となりました。 

② 衛星放送事業 

 衛星放送事業につきましては、個人消費の低迷という外部要因もあり、主力媒体であるスカイパーフェクＴＶ！

の番組視聴者の減少に起因して、衛星放送事業における売上高は60百万円（前年同期は65百万円）となりました。

③ 教育コンサルティング事業  

 教育コンサルティング事業につきましては、人材育成が思うように進まず、既存のクライアントを維持するに留

まっているため、教育コンサルティング事業における売上高は9百万円（前年同期は9百万円）となりました。  

④ 広告代理事業  

 広告代理事業につきましては、ＣＡＴＶ等を活用した宣伝広告の提案を行って参りましたが、各企業が広告宣伝

費を縮小していることもあって、スポット契約はあるものの安定した継続取引には繋がらず、広告代理事業におけ

る売上高は5百万円となりました。 

⑤ その他事業 

 海外商事事業及びその他事業につきましては、理美容関連の容器販売に着手いたしましたが当第１四半期に成果

を挙げるまでにはいたらず、その他事業における売上高は4百万円（前連結会計年度は0百万円）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

＜財政状態の分析＞  

 当第１四半期連結会計期間末は、流動資産324百万円（前年度末比0.9％増）、固定資産150百万円（同5.4％減）、

流動負債170百万円（同15.8％増）、固定負債58百万円（同4.2％減）、純資産合計245百万円（同9.7％減）となり、

総資産は474百万円（同1.2％減）となりました。 

＜キャッシュ・フローの状況＞ 

 当第１四半期連結累計期間は、税金等調整前四半期純損失が17百万円であったことから、営業活動によるキャッシ

ュ・フローが△20百万円となりました。投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、保証金の回収により０

百万円の増加となりました。財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、長期借入金の返済により、２百万

円の減少となりました。 

 以上の要因によりまして、当第１四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物残高は237百万円となりました。  

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年５月７日に公表いたしました連結業績予想から修正しております。詳細につきましては、本日付公表の

「特別利益の発生並びに業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照下さい。  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項ありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１.簡便な会計処理 

 一般債権の貸倒見積高の算定方法につきましては、前事業年度決算において算定した貸倒実績率の合理的な基準

を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。   

 たな卸資産の算出方法につきましては、実地棚卸を省略し前事業年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方

法により算定しております。また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。  

２.四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 税金費用については、当第１四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は「法人税等合計」に含めて表示しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 当第１四半期連結累計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しておりますが、これにより損益に与える影響はございません。 

② 当第１四半期連結累計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26

日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月

24日 内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期損失」の科

目で表示しております。  

③ 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を

適用しておりますが、これによる影響額はございません。  

   

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、当第１四半期連結累計期間において、連結営業キャッシュ・フローが△20百万円となり、連結

営業損失10百万円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、平成22年度の事業計画を策定し、株式会社

エスコムの広告代理事業の育成や新規事業立ち上げの検討等を中心に、グループ会社の収益体質の改善を推進して

参ります。また、理美容・エステ商品販売事業の安定的拡大を目指す一方で、引き続き企業買収案件の成立を目指

して参ります。  

 財務面につきましては、自己資本比率が20.8％となり、今後、財務キャッシュ・フローの更なる改善が課題とな

っている点について認識しております。 

 しかしながら、事業構造の転換の遅れや新規事業立ち上がりの遅延、主力事業の収益が見込みどおり業績に貢献

しなかった場合や、先行き不透明な現在の経済状況などの外部要因を考慮し、継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められると判断しております。 

 なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半

期連結財務諸表には反映しておりません。 

  

  

２．その他の情報



３．連結財務諸表等 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 237,704 260,179

受取手形及び売掛金 70,537 46,593

たな卸資産 4,417 4,377

前払費用 1,961 1,944

繰延税金資産 5,587 5,966

その他 4,836 2,795

貸倒引当金 △754 △543

流動資産合計 324,290 321,313

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 18,982 18,982

減価償却累計額 △15,494 △15,069

建物及び構築物（純額） 3,488 3,913

工具、器具及び備品 10,691 10,691

減価償却累計額 △8,843 △8,597

工具、器具及び備品（純額） 1,848 2,093

土地 31,000 31,000

有形固定資産合計 36,336 37,007

無形固定資産   

のれん 2,269 2,459

その他 1,834 1,969

無形固定資産合計 4,104 4,428

投資その他の資産   

関係会社株式 98,841 105,798

差入保証金 9,070 9,432

その他 1,742 2,013

貸倒引当金 － △76

投資その他の資産合計 109,655 117,167

固定資産合計 150,095 158,603

資産合計 474,386 479,917



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 128,042 102,263

1年内返済予定の長期借入金 10,392 10,392

未払金 8,860 8,063

未払費用 4,445 7,479

未払法人税等 8,546 10,728

賞与引当金 3,840 2,580

その他 6,496 5,838

流動負債合計 170,622 147,346

固定負債   

長期借入金 51,655 54,253

預り保証金 5,800 5,800

その他 1,124 1,124

固定負債合計 58,580 61,178

負債合計 229,203 208,524

純資産の部   

株主資本   

資本金 875,196 875,196

資本剰余金 436,864 436,864

利益剰余金 △1,213,270 △1,186,935

自己株式 △74 △68

株主資本合計 98,715 125,056

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定 116 69

評価・換算差額等合計 116 69

新株予約権 143,504 143,504

少数株主持分 2,846 2,762

純資産合計 245,183 271,392

負債純資産合計 474,386 479,917



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 163,531 195,605

売上原価 120,921 144,051

売上総利益 42,609 51,554

販売費及び一般管理費 84,465 61,634

営業損失（△） △41,855 △10,080

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 － 3

受取手数料 167 －

持分法による投資利益 5,042 －

雑収入 1,663 3

営業外収益合計 6,875 7

営業外費用   

支払利息 － 359

為替差損 105 46

持分法による投資損失 － 6,957

雑損失 95 0

営業外費用合計 201 7,363

経常損失（△） △35,181 △17,436

特別利益   

前期損益修正益 125 －

貸倒引当金戻入額 514 －

賞与引当金戻入額 1,740 300

償却債権取立益 107 －

特別利益合計 2,487 300

特別損失   

前期損益修正損 － 197

特別損失合計 － 197

税金等調整前四半期純損失（△） △32,694 △17,333

法人税、住民税及び事業税 － －

法人税等合計 2,631 8,938

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △26,271

少数株主利益又は少数株主損失（△） △447 63

四半期純損失（△） △34,878 △26,334



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △32,694 △17,333

減価償却費 505 619

のれん償却額 189 189

貸倒引当金の増減額（△は減少） △330 134

賞与引当金の増減額（△は減少） △360 1,260

前期損益修正損益（△は益） △125 197

受取利息及び受取配当金 △1 △4

支払利息 － 359

株式報酬費用 8,194 －

持分法による投資損益（△は益） △5,042 6,957

売上債権の増減額（△は増加） 3,384 △23,944

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,151 △39

仕入債務の増減額（△は減少） △5,264 25,778

その他 △504 △4,317

小計 △24,898 △10,143

利息及び配当金の受取額 1 4

利息の支払額 － △361

法人税等の支払額 △8,974 △9,803

営業活動によるキャッシュ・フロー △33,871 △20,303

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △439 －

敷金及び保証金の回収による収入 191 376

出資金の回収による収入 － 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △247 386

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 20,000 －

長期借入金の返済による支出 － △2,598

財務活動によるキャッシュ・フロー 20,000 △2,598

現金及び現金同等物に係る換算差額 197 40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13,921 △22,475

現金及び現金同等物の期首残高 239,646 260,179

現金及び現金同等物の四半期末残高 225,724 237,704



 当社グループは、当第１四半期連結累計期間において、連結営業キャッシュ・フローが△20百万円となり、連結

営業損失10百万円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。     

 四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、平成22年度の事業計画を策定し、株式会社

エスコムの広告代理事業の育成や新規事業立ち上げの検討等を中心に、グループ会社の収益体質の改善を推進して

参ります。また、理美容・エステ商品販売事業の安定的拡大を目指す一方で、引き続き企業買収案件の成立を目指

して参ります。  

 財務面につきましては、自己資本比率が20.8％となり、今後、財務キャッシュ・フローの更なる改善が課題とな

っている点について認識しております。 

 しかしながら、事業構造の転換の遅れや新規事業立ち上がりの遅延、主力事業の収益が見込みどおり業績に貢献

しなかった場合や、先行き不透明な現在の経済状況などの外部要因を考慮し、継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められると判断しております。 

 なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半

期連結財務諸表には反映しておりません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

 前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）         

  （単位：千円） 

〔所在地別セグメント情報〕  

 前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）において本邦の売上高は、全セグメント

の売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。  

   

〔海外売上高〕 

 前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）海外売上高は、連結売上高の10％未満で

あるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

〔セグメント情報〕 

 １．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、理美容商品の販売、衛星放送事業、教育コンサルティング、広告代理等の複数の業種にわたる事

業を営んでおり、業種別に区分された事業ごとに、当社の連結子会社が各々独立した経営単位として、事業に従事す

る経営スタイルを採用しております。各々の連結子会社は主体的に、各事業ごとの包括的な事業戦略を立案し、事業

活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは、連結子会社を基礎とした業種別のセグメントから構成されており、「理美容事

業」、「衛星放送事業」、「教育コンサルティング事業」、「広告代理事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。      

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  教育事業 
衛星放送 

事業  
商事事業 その他 計  

消去又は 

全社  
連結  

売上高                

(1)外部顧客に対する売上高   9,000 65,157 89,373 －  163,531  － 163,531

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高  
 － － － 225  225  △225 －

計   9,000 65,157 89,373 225  163,756  △225 163,531

営業利益(又は営業損失△)   △12,514 △464 △6,452 △212  △19,644  △22,210 △41,855



 ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）          （単位：千円）  

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり海外商事事業及びファイナンス事業

等を含んでおります。 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容 

 （差異調整に関する事項）  

（単位：千円）  

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する重要な情報 

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）において該当事項はありません。  

  

 （追加情報） 

 当第１四半期より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。  

  

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）において該当事項はありません。   

  

新株予約権の消滅 

 当社は、ストック・オプション制度を採用しておりますが、当該ストック・オプションとしての第５回新株予約

権の一部が平成22年７月１日に消滅したことに伴い、本新株予約権について発生していた株式報酬費用が戻し入れ

られることになり、特別利益（新株予約権戻入益）66百万円が発生しております。  

   報告セグメント 

その他 

（注）  
合計  

  
理美容 

事業  

衛星放送 

事業  

教育コンサ

ルティング

事業  

広告代理 

事業  
計  

売上高                

(1)外部顧客に対する売上高   120,814 60,003 9,000 5,435  195,253  352 195,605

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高  
 － － － －  －  4,260 4,260

計   120,814 60,003 9,000 5,435  195,253  4,613 199,866

セグメント利益 

(又はセグメント損失△)  
 15,548 855 △12,819 △5,373  △1,788  △676 △2,465

利益   金額 

報告セグメント計    △1,788

「その他」の区分の利益    △676

セグメント間取引消去    18,885

全社費用（注）   △26,500

四半期連結損益計算書の営業利益    △10,080

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）重要な後発事象
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